
三菱日立パワーシステムズ環境ソリューション株式会社 （金額単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流動資産 流動負債

現金及び預金 10,615 電子記録債務 1,200,459

受取手形 53,349 買掛金 2,316,838

売掛金 9,478,939 未払費用 853,009

仕掛品 520,249 親会社未払金 366,855

原材料及び貯蔵品 185,230 未払法人税等 23

前払費用 32,432 未払事業所税 9,907

前渡金 37,361 未払消費税 179,804

立替未収金 193,446 前受金 8,160,204

短期貸付金 9,307,447 預り金 26,590

仮払金 98,595 前受収益 226,006

貸倒引当金 △3,771 保証工事引当金 1,200,210

　　　流動資産合計 19,913,897 受注工事損失引当金 1,667,000

　　　流動負債合計 16,206,909

固定資産

有形固定資産 固定負債

建物及び建物附属設備 33,522 退職給付引当金 852,085

機械装置 109,485 役員退職慰労引当金 88,650

工具器具備品 50,793 　　　固定負債合計 940,735

　　　有形固定資産合計 193,801

無形固定資産 負債合計 17,147,644

のれん 1,576,614

ソフトウェア 66,484 （　純　資　産　の　部　）

その他 2,094 株主資本

　　　無形固定資産合計 1,645,193 資本金 450,000

　　　資本金・資本剰余金合計 450,000

投資その他の資産

出資･保証金 149,094

長期前払費用 13,845 利益剰余金

社員貸付金 3,115 利益準備金 112,500

繰延税金資産 987,355 繰越利益剰余金 5,156,551

貸倒引当金 △39,606 　　　利益剰余金合計 5,269,051

　　　投資その他の資産合計 1,113,804

　　　固定資産合計 2,952,799 純資産合計 5,719,051

資産合計 22,866,696 負債及び純資産合計 22,866,696

貸　借　対　照　表
2020年3月31日現在
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2,037,619 千円

　(1)資産の評価基準及び評価方法
　　　①棚卸資産
　　　　仕掛品・・・・・・・個別法による原価法
　　　　原材料及び貯蔵品・・個別法による原価法
    　　　　　　　　　     　(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法)　　　　 　　　　　

　(2)固定資産の減価償却の方法
　　　①有形固定資産
　　　　定額法
　　　②無形固定資産
　　　　定額法

　(3)引当金の計上基準
　　　①貸倒引当金
　　　　金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上し、
　　　　貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
　　　　している。
　　　②受注工事損失引当金
　　　　受注工事の損失に備えるため、未引渡工事のうち当事業年度末で損失が確実視され、かつ
　　　　その金額を合理的に見積もることができる工事について、翌年度以降に発生が見込まれる
　　　　損失を引当計上している。
 　　　 なお、受注工事損失引当金計上対象案件のうち、当事業年度末の仕掛品残高が当事業年度
        末における未引渡工事の契約残高を既に上回っている工事については、その上回った金額
        は仕掛品の評価損として計上しており、受注工事損失引当金には含めていない。
      ③退職給付引当金
        従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
        額に基づき計上している。
      ④役員退職慰労引当金
        取締役及び監査役の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当事業
        年度末要支給額を計上している。
      ⑤保証工事引当金
        工事引渡後の保証工事費の支出に備えるため、将来の保証費用を個別に見積り、計上して
　　　　いる。

  (4)収益及び費用の計上基準
      当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進
      行基準（工事の進捗率の見積もりは原価比例法）を適用し、その他の工事契約については、
      工事完成基準を適用している。

  (5)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
      ①消費税等の会計処理
        消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。ただし、資産に係る控除対
        象外消費税等は発生事業年度の期間費用としている。
      ②連結納税制度の加入
        法人所得税（国税）の申告及び納付は、親法人である三菱日立パワーシステムズ(株)殿の
        連結納税制度に加入している。

当期純利益

重要な会計方針に係る事項に関する注記
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